矢板市こどもの居場所づくり事業費補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、本市において、こどもが健やかに成長し、安心して暮らせるような地域の支え合い体制づくりを推進し、こどもの居場所づくり事業に取り組む者を支援するため、矢板市こどもの居場所づくり事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、矢板市補助金等交付規則（平成１４年矢板市規則第１８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　こども　こども基本法（令和４年法律第７７号）第２条第１項に規定するこどもをいう。
⑵　こどもの居場所　こどもが自分を認め、安心して過ごせる場所や、自己肯定感、自己有用感、将来への希望を持って社会の構成員として参画できるような場所をいう。
⑶　こども食堂　地域のこどもや保護者が気軽に立ち寄り、無料または低額にて食事を提供し、相互に交流する場を構築する取組をいう。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する者とする。
　矢板市内に主たる活動の場があること。
　こどもの居場所づくり事業を実施できる団体であること。
　こどもの居場所づくり事業を継続して実施するための物的能力及び人的能力を有すること。
　次のいずれかに該当すること。
ア　会則、規則その他組織及び運営に関する規程を定めていること。
イ　前各号に掲げるこどもの居場所づくり事業を実施する団体として、次に掲げる事項を記載した書面を提出できること。
(ア)　団体の名称及び目的
(イ)　構成員及び代表者に関する事項
(ｳ)　主な活動内容
(エ)　会計の管理方法
　公序良俗に反する活動を行わない者であること。
　主として営利活動、政治的活動又は宗教的活動を目的とした者でないこと。
　矢板市暴力団排除条例（平成２４年矢板市条例第２６号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条例第２条第５号に規定する密接関係者でないこと。
（補助対象事業）
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲げるものとする。
　こどもの居場所の構築や居場所を提供する事業
　こどもへの食事支援を行う事業（こども食堂やフードパントリー等）
⑶　様々な機会及び体験（学習機会やプレーパーク等）の提供を行う事業
⑷　生活支援（文房具、生理用品など、こども等の生活に必要な物品の提供等）を行う事業
（補助対象事業の要件）
第５条　前条各号に掲げる事業を実施する際は、次の各号を満たさなければならない。
⑴　常駐の責任者及び１名以上の補助員を配置すること。
⑵　利用料を徴収しないこと。ただし、食事の提供に要する費用その他の低廉な実費の徴収については、この限りでない。
⑶　食事の提供を行う場合は、こども家庭庁及び厚生労働省が示す各種通知、ガイドライン等に基づき、衛生管理を行うこと。
⑷　営利を主な目的とした事業でないこと。
⑸　政治的活動又は宗教的活動でないこと。
⑹　支援が必要なこどもや家庭の早期発見に努めるとともに、把握した際は、速やかに矢板市こども家庭センターに情報提供を行うなど、適切な対応を図ること。
⑺　事業を実施した際は、事業を実施した月の翌月１０日までに、実施の状況を別に定める方法により報告すること。
（補助対象経費等）
第６条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定める通りとする。
２　補助金の額は、補助対象経費の総額から補助事業の実施に係る収入を差し引いた額以内の額とする。ただし、１団体につき限度額は年額１０万円とし、予算の範囲内で交付する。
３　補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
４　補助金は、他の補助事業と重複してはならない。
（交付の申請）
第７条　補助金の交付を申請しようとする者は、補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
⑴　事業計画書（別記様式第２号）
⑵　事業収支予算書（別記様式第３号）
⑶　その他市長が必要と認める書類
（交付の決定）
第８条　市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、補助金交付決定通知書（別記様式第４号）により、当該申請をした者（以下「交付決定者」という。）に通知するものとする。
（実績報告）
第９条　交付決定者は、補助事業が完了したときは、速やかに補助事業実績報告書（別記様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
⑴　事業収支決算書（別記様式第６号）
⑵　その他市長が必要と認める書類
（補助金の額の確定）
第１０条　市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付確定通知書（別記様式第７号）により、交付決定者に通知するものとする。
（電子的方法による申請等）
[bookmark: _Hlk225417191]第１１条　第７条から前条までの規定にかかわらず、市長は、矢板市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例（令和５年矢板市条例第１号。以下「条例」という。）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用し申請された場合は、同様に申請されたものとみなす。
２　市長は、それぞれの規定により行う通知について、条例第４条第１項に基づき、電子情報処理組織(その使用に係る電子計算機とそれぞれの規定により通知を受ける者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。) を使用して行うことができる。
（補助金の請求）
第１２条　第１０条の規定により補助金の額の確定を受けた者が、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付請求書（別記様式第８号）を市長に提出しなければならない。
（交付の特例）
第１３条　交付決定者は、補助事業の遂行のために必要があるときは、前条の規定にかかわらず、第５条第７号により、実施の状況を報告した事業に要した経費の額を上限として、概算払による補助金の交付を受けることができる。
２　交付決定者は、前項の規定により概算払による補助金の交付を受けようとするときは、補助金概算払交付請求書（別記様式第９号）を市長に提出しなければならない。
（補助金の交付の決定の取消し及び返還）
第１４条　市長は、交付決定者が補助金を他の用途に使用したとき、その他補助金の交付の決定の内容に違反したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、その返還を命ずることができる。
（その他）
第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、平成３１年４月２４日から施行する。
附　則
この要綱は、令和８年４月１日から施行する。

別表（第４条関係）
	補助対象経費
	経費の内訳

	こどもの居場所づくり事業の実施に要する経費
	教材費、原材料費（食材費）、消耗品費、光熱水費、燃料費、使用料及び手数料、委託料（事業の全てを再委託するものを除く）、印刷製本費、報償費（謝金等）、通信運搬費、保険料、その他市長が必要と認める経費
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